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研究成果の概要（英文）：This research is about the notion of the equity in the contract law and the 
consumer law. I focused on three topics. Firstly, the unfair contract temrs in the contract law, the
 labor law, and the lease law. Secondly, to take into consideration the vulnerability of the party 
of the contract, I focused on the revision of the consumer contract act and the notion of "l'abus de















様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 










































フランス民法典 1171 条（2016 年のオルドナンスによる改正、のちに、2018 年の認証法で追認
される）およびフランス民法典 1110 条の附合契約の定義の分析に注力した。 












































係という観点から 2021 年春に開催予定の日仏法学会で報告する予定である。 
























た 2016 年・2018 年改正の問題点を抽出した。その一方で、フランス民法典 1143 条の「従属性
の濫用」規定をめぐる学説や立法過程の議論、さらにはすでに「脆弱性の濫用」法理や「攻撃的
取引方法の禁止」規定を有している消費法典との関係を調査・分析した。日本の消費者契約法改
正の問題点については、前述したポワティエ大学での報告のほか、2018 年 4 月にフランスのセ
ルジー・ポントワーズ大学でも報告を行い、フランス語原稿を現地の学術雑誌に掲載することが
決定している（Revue International de Droit Comparé, 2020/2。校正済）。その一方で、フラン
ス民法典 1143 条については法学志林で連載を開始した。 


















 第 1 の点については、IoT と日本の消費者法の関係を、2019 年 3 月にフランス・アンジェ大




ある（2020 年 4 月以降に NBL および法学志林で公表予定）。 
 第 2 の点については、不当条項規制における行政機関の役割に特に関心をもち、2018 年の 5
月から 6 月、および 2019 年 9 月にフランスの DGCCRF でヒアリングを行った。具体的には、
不当条項を排除する上で行政機関が果たすことができる役割につき、公私協働論という観点か




























 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
市場法としての消費者法と多様化する「消費者」
金融・商事判例 1-1






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
有
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
フランチャイズ契約と消費者契約法－消費者契約法の事業者間契約への適用
ジュリスト 30-35






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
フランス民法・消費法によるObjet connecte（つながったモノ）への挑戦
現代消費者法 97-102
 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無







 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし












 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
不当条項規制の現状と課題－民法改正・消費者契約法改正を受けて
消費者法研究 179-228






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
有
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
弁護士報酬と依頼者の「弱み」
ジュリスト 79-79






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
携帯電話利用契約における変更条項および契約内容変更をめぐる若干の考察
NBL 4-10






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
不動産賃貸借で授受される金銭－消費者法・借地借家法の観点から－
現代消費者法 23-31










 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
「定型約款」時代の不当条項規制
消費者法研究 177－205






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
有
 オープンアクセス  国際共著










 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
事業者間契約と消費者契約法
法学教室 10－16






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
フランス契約法改正における「附合契約」概念－契約内容形成における「一方性」
法学志林 362－410























La partie faible et le droit civil au Japon : mythe et realite
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Enforcement and effectiveness of consumer law　（代表者執筆箇所：La mise en ouvre et
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